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研究成果の概要（和文）：　本研究は、「一帯一路」の対外的性格にのみならず、中国国内に焦点を当てて、地
域開発政策、地方財政、インフラ整備、農村の発展、鉄道の地域経済効果、内陸国境協力、海洋物流などの視点
から、「一帯一路」を一つのプラットフォームとして、中国の国内振興にどのような意義を持つか、さらに、
「一帯一路」を推進することによって、どのような波及効果が見られたかについて、分析したものである。
　

研究成果の概要（英文）：This research focuses not only on the external characteristics of “One Belt
 One Road" but also inward china, such as  regional development policy, local finance, 
infrastructure development, rural development, regional economic effects of railways, inland border 
cooperation, Ocean logistics etc., what meaning has the significance of promoting the domestic 
development of China with “One Belt One Road" as a platform, and what kind of  effect was seen.

研究分野：財政学、中国経済
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の独創性は、「一帯一路」における中国国内経済の分析を着眼点においたところにある。「一帯一路」
をめぐる日本の研究は、中国の国際戦略として周辺国への影響や日本の対応策を考察する研究が多く、「一帯一
路」は同時に、中国国内における重要な地域政策であり、都市政策であることにあまり注目されてこなかった。
本研究は「一帯一路」の政策展開過程における中国国内の地域政策、都市化政策、物流政策そして財政政策をう
まく融合しながら、「一帯一路」における中国国内経済への要因分析を行うところに学術的な貢献がある。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 2015年中国の経済運営方針を決定する中央工作会議は 2014年 12月に北京で開催された。
その会議の主な内容は、中国経済は「新常態」と表現される新しい成長段階に入ったことを強
調したことである。同会議では、「積極的な財政政策と穏健な金融政策」というこれまでのマク
ロ経済政策の堅持や、金融面をはじめとする一層の規制緩和・経済改革の推進が打ち出される
と同時に、「一帯一路」という新しい経済発展戦略を正式に発表した。 
 この「一帯一路」は、「シルクロード経済ベルト（一帯）」および「21世紀海のシルクロード
（一路）」によって構成されたものである。こうした一帯一路構想はすぐさまに国際的な注目を
集めるようになった。 
 確かに、この一帯一路戦略は中国を始点、ヨーロッパを終点として、ユーロシア大陸を横断
する画期的な経済圏の構築として、既存の国際政治の力学を大きく動かすものであり、国際的
インパクトは極めて大きいものである。人々の視点はこうした国際的戦略の領域に捉われやす
いのも事実である。しかし、この一帯一路戦略の提起において、中国国内における新しい地域
政策としての一面が極めて大きいことを人々は忘れられがちである。 
 「一帯一路」の推進は国内外における都市拠点の構築、道路・鉄道・港湾といった社会イン
フラ需要の喚起を伴うため、中国国内における過剰な生産力を一帯一路の推進によって消化す
ることを期待するのみならず、新しい都市拠点の構築及びそれをつなぐ道路、鉄道、港湾、空
港を建設することで、新しい社会資本の投資が生まれることが期待されている。 
以上のことを踏まえ、本研究は当初から、「一帯一路」を中国国内の地域発展戦略として捉え、
研究をスタートしたものであった。 
 
２．研究の目的 
 「一帯一路」をめぐる日本の研究は、中国の国際戦略として周辺国への影響や日本の対応策
を考察する研究が多く、中国の国内要因に関する分析が少ない。本研究は、国内要因の側面か
ら「一帯一路」の意義を検証し、とりわけ国内の生産要素の自由な移動と効率的な配置を目指
すという主旨に注目し、地域政策として、物流・財政・都市化などを含んだ新たな発展戦略と
して、中国の地域経済に与える影響を検証する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、中国の「一帯一路」における国内の地域政策としての機能を研究するために、
まず、中国国内における文献整理を行い、さらに、可能な限りのマクロデータを収集して、実
証的分析を行った。 
 また、データ分析と実際の現状との一致性を図るため、南京審計大学、上海財経大学、浙江
財経大学、安徽大学、遼寧社会科学院などの協力を経て、多くのワークショップを開催し、現
地における研究意見交換を行ってきた。 
４．研究成果 
本研究の成果物を『「一帯一路」経済政策論—プラットフォームとしての実像を読み解く』（日
本評論社、近刊）にまとめている。 
以下のように、各章ごとに簡単にまとめたい。 
 第１章は地域開発政策の観点から「一帯一路」の性格と意義を分析する。「一帯一路」は中国
における地域開発政策の新しい展開であり、実施に移された初めての全国を対象とした発展戦
略である。「一帯一路」は経済先進地域の沿海部と後進地域の内陸部を繋げ、経済要素の自由な
移動と効率的な配置を目指す「地域経済一体化」戦略である。単独な政策ではなく、「京津冀」、
「長江経済帯」、「東北振興」、「粤港澳大湾区」などの発展戦略と同様な主旨を有しており、中
国全体の地域開発政策の中で「一帯一路」は地域間連携を促すものとして位置づけられている。
（穆尭芋担当） 
 第２章は財政の側面から地域間財政力格差の動向を明らかにし、格差是正の改革案を提示す
る。「一帯一路」による大規模なインフラ整備は地方財政によって支えられる部分もあり、財政
力が弱い中西部の地方はどのように財政基盤を保持するかは重要な課題である。本章は国内付
加価値税と営業税の各省への帰属を現行の原産地原則から仕向地原則に変更し、地方財政調整
機能を加味した人口基準方式への改革を提案する。経済力格差と地方財政・税収との間に緩衝
装置を設定することを通じて財政力の地域格差の縮小に寄与する（町田俊彦担当）。 
 第３章はインフラ整備の観点から、「一帯一路」における内陸部のインフラ整備状況とその影
響を検討する。インフラ関連の固定資産投資のストックとフローのデータを用いて、「一帯一路」
が提起される前後に固定資産投資はどのように変化してきたか、東部、中部、西部、東北部の
４つの地域の特性と格差を分析した。西部におけるインフラ関連の固定資産投資はすでに東部
とほぼ同水準になっており、その増加は「一帯一路」が提唱される前から始まっていることな
どを指摘する。「一帯一路」は西部地域にインフラ関連の固定資産投資の拡大に新たな根拠とプ
ラットフォームを提供したといえよう（徐一睿担当）。 
 第４章は農村の観点から、「一帯一路」が中国の農村の発展にどのような影響を与え得るかを
検証する。「一帯一路」は中国の対外開放の政策の一部であり、それによって新しい産業の誘致
や物流インフラの改善が期待され、貿易が不利だった内陸地域にも経済成長のチャンスをもた
らす。雇用機会の喪失の可能性や成長果実の貧困層への普及に関して不安はあるが、統計的な



分析結果からは農村地域への悪影響や農村地域の発展を妨げるような事実は観察されない。今
後の展開としては、国有企業の海外進出にともなって農村が労務輸出の供給源となることや、
農業協力や電子化、農業産業化の進展にともなう輸出の拡大などが考えられる（岡本信広担当）。 
 第５章は河南省の事例を通じて鉄道輸送の地域経済効果を分析する。河南省は中国の鉄道交
通の要衝であり、「一帯一路」の代表的なプロジェクトである中国と欧州を結ぶ定期列車の取り
組みを積極的に行っている。河南省の 2017 年の推定産業連関表を用いて、「一帯一路」構想に
おける河南省の人的往来の促進に伴う旅行収入の増加、鉄道輸送貿易の促進に伴う外貨収入の
獲得という２つの効果を検証する。河南省経済は平均的な産業構造と比べて付加価値率の高い
産業への波及が大きい構造を持っており、対外貿易促進による付加価値生産、労働者所得の誘
発効果は他省よりも大きな効果を示している（研究協力者、南川高範）。 
第６章は，吉林省と黒龍江省における中口鉄道プロジェクトの取り組みを検討する。海への出
口のない吉林省と黒龍江省は，ロシアや北朝鮮の駅や港を借りて荷物を海外に輸送する必要が
あり，越境鉄道ルートの整備や港使用に関する国際協力を行っている。また，吉林省や黒龍江
省の荷物をロシアや北朝鮮を通して再び中国南部の大都市に輸送するという国内荷物の越境輸
送も取り組んでいる。これらの活動は最近活発となっているが，取り組み自体は「一帯一路」
が打ち出される前から行われている。一定の成果が得られているが，内陸国境地域の国際連携
は依然として多くの課題が残されている（研究協力者：新井洋史担当）。 
 第７章では、海上物流の観点から中国の海運業はどのように発展してきたか、どのような特
徴と課題があるかを分析する。これまで「大陸国家」を標榜してきた中国だが、昨今は「海洋
国家」としての一面も強化しようとしている。「一帯一路」の進展の下で、中国政府は海運業強
化の政策を着実に推進してきた。一方、国際競争力の視点から鑑みると、中国商船隊の競争力
強化には多くの課題が残っており、「国貨国運」の目標は短期的に実現することが困難である。
「海運強国」への道は依然として遠く、今後も積極的に海運業の国際競争力強化に取り組むと
考えられる（朱永浩担当）。 
 以上は、研究成果としてまとめた学術書の紹介である。その他、研究代表者および分担者は
国内外の学会での報告や論文および図書の執筆活動を通じて本研究で共有された問題意識に基
づく研究成果を積極的に公表している。その主なものは 5.で示された通りである。 
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